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総務常任委員会所管事務調査報告書 

 

１．調査事項 

市民生活と市の業務に関するＤＸについて 

 

２．調査目的 

より良い市民生活や効率的な市政運営をＤＸにより実現していくために、その効果

や課題などを調査・研究し、どのように取り入れるべきかを提案する。 

 

３．調査方法 

（１）ＤＸ先進自治体等への視察 

(２) ＤＸ担当所管（市情報政策課等）からの聞き取り 

(３) 上記の(１)、(２)をふまえての委員会内での意見交換 

 

４．調査内容・報告 

本委員会では、今期の調査・研究テーマとした「市民生活と市の業務に関するＤＸ

について」を、2023 年（令和５年）12月 12 日、所管事務調査とすることを決定。「調

査目的」は「より良い市民生活や効率的な市政運営をＤＸにより実現していくために、

その効果や課題などを調査・研究し、どのように取り入れるべきかを提案する」、調

査方法は「ＤＸ先進自治体等への視察、ＤＸ担当所管（市情報政策課等）からの聞き

取り、及び委員会での委員による意見交換」としました。 

 

(１) 2023 年 12 月～24年３月 

所管事務調査とする以前の段階ですが、今期の調査・研究テーマ「市民生活と市

の業務に関するＤＸについて」に沿って、「ＤＸ推進による企業の活性化と市民サー

ビス向上の取り組み」を視察するため、2023 年 10 月、新潟県新潟市と見附市を対象

に行政視察を行いました。以下は、その成果です。 

 

①個々の企業のノウハウを活かすＤＸプラットフォーム 

（新潟市：2023 年 10 月 26 日） 

     新潟市では、ＤＸを推進しようとしている個々の企業のノウハウを活かし産業

全体のＤＸ推進のために、ＤＸプラットフォーム推進事業を起ち上げ、これを、

新潟市経済部成長産業イノベーション推進室が担っています。同推進室は、市職

員５名、新潟市産業振興財団職員２名で構成され、年間事業費は 2,000 万円です。 

 この事業では、異業種企業が複数で連携し、共通のテーマでプロジェクトを起

ち上げ、それぞれの企業のノウハウだけではできないことでも、プラットフォー

ムを利用することで他の企業のノウハウを活かし、新たなイノベーションを起こ

すことが可能になることを目指しています。例えば、各企業の製造工程を「見える

化」することで空いているラインを効率よく使うこと、物流における人手不足解
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消のためのドローン活用なども試験的に始まっています。 

    現状では若い人が就職で東京方面に出て行ってしまう、あるいは農業や食関連

の業種が多いなどの特徴を持つ新潟市ならではの現状打開の試みとして先進的な

取り組みと考えます。首都圏に位置し、また人口規模、市内企業の規模も大きく

異なるという違いはありますが、多摩市でもぜひ参考にしていきたいと考えます。 

 

②市民サービス向上に直接寄与するＤＸ活用（見附市：2023 年 10 月 27 日） 

      見附市では、策定した「見附市ＩＣＴ推進計画」に基づく取り組みの１つとし

て、北海道北見市で開発された「書かない窓口」のシステムを導入しています。

市役所で、もともと持っている「住民基本台帳」等のデータを活用し、各種証明

書、住民票異動届などが必要な市民には直接、窓口に来ていただいて、職員が市

民から聞き取りをしながら、データをもとにパソコンで申請書をつくり、必要な

書類を発行するサービスを 2023 年１月から開始しています。 

      現在では、市民は、全部で 234 種類の書類（申請手続き 63、証明受付 53、手続

き案内 118）が「書かない」でもらえるようになっています。申請手続き、住民票

などの証明書を市役所でもらうときには、事前に申請書に必要な事項を書かなけ

ればならず、多摩市でもそのための記入台があり、書き方がわからなければ、説

明員の職員に聞くこともできますが、慣れていないとけっこうたいへんです。見

附市で事業開始後に行ったアンケートでは「86.1％」の方が「満足」と答えてい

ます。 

      事業導入の初期費用は 1,700 万円前後ですが、国の「デジタル田園都市国家構

想交付金」「地方創生臨時交付金」を充てたので、実質的な市負担はナシというこ

とでした。 

     市民サービスをわかりやすい形で直接向上させるＤＸの活用であり、多摩市に

も大いに取り入れることができるのではないかと考えます。 

 

③市のＤＸ推進担当所管（情報政策課等）との勉強会の結果 

上記①、②の行政視察の成果もふまえ、2024 年１月 12 日、市のＤＸ推進担当所

管である情報政策課と、以下の項目に基づき、勉強会を行いました。 

ア．ＤＸへの取り組みについて、市はどういう位置づけのもとで行っているのか。 

イ．市が何を目指しているのか。何をやろうとしているのか。 

ウ．現在、行っていることの中で、どれをＤＸととらえているのか。また今後は、

どのようなことに取り組みたいか。 

エ．市がＤＸとして取り組んでいる事業がいくつくらいあるのか（学童クラブへ

の入所申請など）。 

      この他、資料として、①現在、ＤＸで取り組んでいる事業の概要がわかるもの

（予算額もわかれば）、②ＤＸ推進計画のような方針・計画を当日までに提出して

もらいました。 

※当日、市側から示された資料は、別紙のとおり。 
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当日の市側からの意見聴取と意見交換、及び資料によって、以下のことが明ら

かになりました。 

●現在、ＤＸで取り組んでいる事業の概要（予算額含め） 

●ＤＸ推進計画は現在策定中で、2023 年度（令和５年度）で出来上がるが、「く

らしのＤＸ」「行政事務のＤＸ」「ひとにやさしいデジタル化」の３つに分け、

推進する計画になっている。 

●総務省主導による「基幹系システムの共通化」は、2025 年度（令和７年度）ま

でに完了する予定。 

 

④行政視察と市所管との勉強会を経ての委員間での意見交換のまとめ 

ア．引き続き、市全体の「ＤＸ推進計画」のために各所管がそれぞれ所管する事

務の洗い出し（どの事務をＤＸによって効率化するのか？ どの事務をＤＸに

よって市民へのサービス向上を図るのか？など）が、どこまで進められている

のか等を、担当所管へのヒアリングなどを通じて調査していく。 

上記の調査の中で、「若手職員によるワークショップ」での議論の内容、

GovTech 東京の成果などを、どう取り入れていくのかなどを明らかにする。 

イ．どういう事務についてＤＸを図ることができるのか？ 本委員会として提案

できるように、委員間で一致・共有できることを、引き続き議論していく。 

ウ．ＤＸとは何か、どういうことを実現するためにＤＸを推進するのかについて

委員間の認識を共有できるように、総務省による「ＤＸの定義」等もふまえ、

引き続き議論する。 

 

(２) 2024 年４月～６月 

４月 11 日、勉強会を開き、今後の調査の進め方について意見交換を行い、大まか

なスケジュールを確認しました。その結果、今後、委員会として市へ提案をするう

えで、さらに知見を深めることが必要なことから、先進地等の視察をおこなうこと

が確認されました。 

次いで、６月 14 日の第２回定例会における委員会で、先進地等の視察として、  

７月 26 日に「横須賀市の介護認定におけるＤＸの活用や相談業務への生成系ＡＩ活

用への取り組み」、また７月 31 日に「GovTech 東京の役割とサービス概要について」 

を調査することを決定しました。 

 

(３) 2024 年７月～８月 

第２回定例会中の委員会での先進自治体等の視察先決定を受け、以下、具体化し

ました。 

 

①「横須賀市における『行政ＤＸの推進について』をテーマとし、(１)介護認定に

おけるＤＸ活用の現状と課題、(２)相談業務への生成系ＡＩ活用に関する実証の

進捗」の視察（2024 年７月 26 日） 
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まず、介護認定におけるＤＸ活用の具体化として、タブレット利用の現状につ

いて伺いました。介護認定調査員が介護認定調査の際にタブレットを持ち込み、

調査結果を直接入力することで、例えば、調査件数を１日３件のところ４件に増

やせる事例、データをそのまま認定審査会に出せる、入力時に矛盾するチェック

項目がその場でわかるようになる、特記事項の入力時によく使われるキーワード

が出てくるので入力しやすい、などの利点がわかりました。一方、従来どおり、紙

で調査を行っている委託業者もあり、完全に移行したわけではなく、また、調査の

デジタル化は進んでいるが、認定審査会は、まだそこまで至っていないというの

が現実です。 

もう１つの相談業務でのＡＩ相談パートナー導入では、具体的には、職員が行

う相談業務の際、職員と相談者との会話記録について、従来は職員がそのデータ

起こしをもとにした要約をつくり、それを元に報告書を作成していたが、この会

話記録の要約と報告書作成について生成系ＡＩを活用して行い、報告書作成にか

かる時間を大幅に短縮し、職員の負担を軽減し、市民へのサービス向上を図ると

いうものです。 

過去の相談記録について生成系ＡＩによる要約、報告書と、実際に過去に職員

が行った要約、報告書を比べても遜色ないということでした。これを推進してい

るデジタルガバメント推進室では、相談業務は行政の業務の中でも重要なものな

ので、相談を受け付けるような部署には全て導入していきたいということでした。 

データが外部のサーバーに蓄積されるのではないかとの質問については、職員

がチェックをしているので、そもそも個人情報はチャットＧＰＴに出さないよう

になっている、また国のいう三層分離の中でＬＧＷＡＮという閉域ネットワーク

の中で動いているとの答え、また、報告書作成をＡＩ任せにすると、職員のスキル

アップが心配ではないか？との質問に対しては、職員のスキルの向上・継承と   

ＡＩを活用した市民サービス向上と、どちらに優先順位を置くかという問題だと

いう答えがありました。 

 

②「ＧovＴech 東京」の役割とサービス概要について（2024 年７月 31日） 

    「ＧovＴech 東京」の視察では、都内各自治体が抱える課題解決に向け、伴走型

の技術サポートを実施するほか、自治体間で共通で利用できるシステムやツール

などを共同して調達・開発する、デジタル教育を通じた人材育成をサポートする

など、さまざまな角度から市町村と連携した取り組みをおこなっているというこ

とでした。 

 

(４) 2024 年９月～12月 

①愛知県西尾市における「LINE を活用した行政サービスのデジタル化」を視察 

（2024 年 10 月 25 日） 

第３回定例会後、ＤＸ事業の先進地等の視察として、10月 25 日に愛知県西尾市

における「LINE を活用した行政サービスのデジタル化について」をテーマとし、

西尾市総合政策部情報政策課の担当職員からお話を伺いました。人口など自治体
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としての規模が多摩市とそれほど変わらず、LINE 導入という取り組みも共通して

いて、比較しやすい状態にあること、西尾市における市民へのアプローチ方法と

浸透度、具体的な運用内容等を調査することにより、本市のＤＸ推進政策に寄与

できればと考えました。 

具体的には、(１)西尾市における LINE 普及の取り組み、(２) LINE を活用した

デジタルサービス、(３)デジタルデバイト対策について、調査、説明を受けまし

た。 

ア．西尾市における LINE 普及の取り組み 

西尾市は、2020 年（令和２年）８月から LINE 公式アカウントの運用を開始し、

2024 年 10 月 23 日時点で、「友だち登録者数」は 141,880 人（人口に占める割合

は 83％）に到達し、愛知県内第１位です。 

ここまで登録者数を増やすために、市内小・中学校、保育園・幼稚園の全児童・

生徒にチラシを配布し、ＱＲコードの活用での登録を促したほか、成人式記念の

LINE 無料スタンプ配信、LINE を窓口とした新型コロナワクチン接種のオンライ

ン予約申請、デジタルクーポン配布などの取り組みを行っています。この登録者

数を増やすための独自の努力は、たいへん参考になるものと思います。 

イ．LINE を活用したデジタルサービス 

次に登録者数を増やした LINE を活用してのデジタルサービスの強化です。 

まず、LINE と電子申請システムとの連携で、市の LINE 公式アカウントからワ

ンクリックで申請画面にアクセスできるようにしたことです。これによって、煩

雑な登録手続きを避けることができる上に、個人情報の取り扱いは電子申請シス

テム内で行うので、安全性が保たれるという利点があると伺いました。 

次に、LINE を活用したオンライン申請では、利用者登録が不要で、使い慣れた

LINE からのアクセス、オンライン決済の追加等のメリットがあります。特にオン

ライン決済については、既存システムへの機能追加のため費用が抑えられること、

スマート申請対応の申請フォームを自由に増やせるという利点が大きいとされ

ました。 

また LINE 通報では、市民が公式アカウントから道路損傷・施設内の不具合等

の通報を行える、24 時間通報可能で写真や地図情報を使うことで情報の精度を

上げられるということもわかりました。 

ウ．デジタルデバイト対策 

次にデジタルに不慣れな市民への「デジタルデバイト対策」です。 

これについては、「高齢者デジタルサポーター制度」や「キャリアによるスマホ

教室」等、デジタル格差解消に取り組むことと併行して、デジタル環境を整備し

てデジタル利用者増加による省力化を実現することで、対人サービスの充実につ

なげていくという説明がありました。 
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(５) 2025 年１月～３月（意見交換と調査内容のまとめ） 

以上、ＤＸ事業の先進地等の視察、市所管の情報政策課等とのヒアリングをふま

え、委員間での意見交換を行い、まとめを行いました。 

 

①  国が全自治体に向けて進めている「標準化法」に基づき、現在、市は 20 の基幹

業務（別項：参照）に関して、国の示す「標準仕様書」に基づき構築された標準準

拠システムへの移行を進めている。なお、国が示すシステム移行期限は、2025 年

度末（26 年３月）だが、基幹業務のうち、介護保険システムと学務システムにつ

いては、構築事業者（ベンダー）側からの「人員が確保できない」等の事由によ

り、移行期限に間に合わない事態が生じ、2026 年度以降での完了に向けて、ベン

ダーとの調整が行われているとのことです。 

※基幹系 20 業務 

●住民情報関係…①住民基本台帳、②戸籍、③戸籍の附票、④印鑑登録、⑤選挙

人名簿管理 

●税情報関係…⑥固定資産税、⑦個人住民税、⑧法人住民税、⑨軽自動車税 

●福祉情報関係…⑩子ども・子育て支援、⑪児童手当、⑫児童扶養手当、⑬障が

い者福祉、⑭後期高齢者医療、⑮国民健康保険、⑯介護保険、⑰国民年金、⑱

生活保護 

●医療情報関係…⑲健康管理 

●教育情報関係…⑳就学 

②  新潟県見附市等で実施している、いわゆる「書かない窓口」等は、この基幹業

務の標準化の一環として行われているものですが、見附市では、各所管の業務を

洗い出した上で、さしあたり、「書かない窓口」を具体化し、全部で 234 種類の書

類（申請手続き 63、証明受付 53、手続き案内 118）が「書かない」でもらえるよ

うにし、これは、アンケート結果で「86.1％」の方が「満足」と答えているよう

に、ＤＸによって「住民サービスの向上」につながっているということができま

す。 

多摩市でも、職員による「窓口利用体験」を 2023 年 10 月に実施し、住民がい

かに多くの書類を「書かされて」いるか、様式の記入がいかに住民にとって難しい

か、実際に職員が肌で体験し、この実体験を元にシステム標準化に合わせ、2025

年度末の導入を目指しています。 

③ 横須賀市で実施している、介護認定調査員による介護認定調査の際にタブレッ

トを活用しての調査項目の直接入力、及びそのデータをそのまま認定審査会にお

いても活用する取り組みは、特記事項の入力も含め、認定調査、１次判定、認定審

査会での２次判定のスピードアップに寄与する可能性がある。 

④ 同じく、横須賀市における生成系ＡＩを活用しての「市民と職員との相談内容

（会話記録）のデータ起こしをもとにした要約づくりと報告書づくり」は、要約

と報告書作成にかかる時間を大幅に短縮、職員の負担を軽減し、市民へのサービ

ス向上を図るというものです。 
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多摩市でも、生成系ＡＩを活用して昨年 10 月から「通知文書やお知らせ文書の

たたき台作成、各種施策におけるアイデア出し」について、試行運用を開始してい

ます。 

     横須賀市では、何よりもＡＩを活用しての市民サービス向上を優先させている

とのことですが、これによって、職員が本来身につけるべきスキルアップが損な

われることのないようにする必要があり、多摩市でもこのことに配慮して、ＡＩ

活用に踏み出すべきです。 

⑤ 「ＧovＴech 東京」では、伴走型技術サポートの実施、自治体間で共通利用でき

るシステムやツールなどの調達・開発、デジタル教育を通じた人材育成サポート

など、多様な角度から都内市町村と連携した取り組みを行っています。 

    多摩市でも必要な支援を受けていると思いますが、引き続きの連携を求めます。 

⑥  西尾市の「LINE を活用した行政サービスのデジタル化」の教訓は、１つは、多

様で粘り強い取り組みで、LINE登録者を短期間に大幅に増やしたこと、２つめは、

その親しみやすい LINE を入口として、様々なデジタルサービスにつなげていった

ことです。これは、ほぼそのまま、多摩市でも活用できるのではないでしょうか。 

 

５．市側への提案 

（１）総論 

① 国は、地方公共団体における２０の基幹業務で利用するシステムについて、2025

年度末(2026年３月)までに各制度所管省庁が策定する標準仕様に基づいた標準準

拠システムへの移行することを定め、取り組みを主導しています。しかし、2023

（令和５）年度 10月の調査時点で全国の約１割程度の自治体が期限までに移行で

きない状況となっており、現状はさらに移行出来ない自治体が増加している状況

です。多摩市においても、構築事業者 (ベンダー)側からの事業者のリソースひっ

迫等の事情により、基幹業務のうち、介護保険と就学の業務において移行期限に

間に合わない事態が生じています。 

    全国の自治体の状況及び対応可否等について十分な確認を行わず、国から一方

的に期限を決めて移行対応を進めればこのような事態になることは想定できたの

ではないでしょうか。市としては、国に対し、移行にかかる経費が市の大きな負

担となることや必要な手続ができなくなってしまう等、市民にとって不利益にな

らないような対応を求めていただきたい。 

 

② 標準準拠システムへの移行及びＤＸ推進についてその財源は、10 分の 10 の補

助率のデジタル基盤改革支援補助金（国庫補助金）のほか、デジタル田園都市国

家構想推進交付金や都市長会助成金などを活用して行われますが、基本的には国

の補助金等でまかなうべきものと思います。今後とも必要な財源については、国

及び都に求めていただきたい。 
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③ ＤＸ推進にとって懸念されるのは、財源とともに必要な人材確保です。市は、

新たに確保するというよりも、現職員のスキルアップで確保するとしていますが、

基本方向はよいとしても、特定の職員への過剰な負担にならないような配慮が求

められます。 

 

④ システムトラブルへの対応では、専門的なところはベンダー等に依拠するしか

ない部分はありますが、迅速な対応ができるよう、ベンダー等との間でマニュア

ル等をきちんと整備しておくことを求めます。 

 

⑤ ガバメントクラウド活用では、ベンダーによる個人情報の漏えいや目的外利用

が懸念されます。厳格な管理が執行される契約、また「多摩市個人情報保護条例」

等に定めるルールの徹底を図ってください。 

 

（２）各論 

① いわゆる「書かない窓口」については、新潟県見附市等で実施しているように、

各所管の業務を洗い出した上で目標を決めて具体化していただきたい。この点で、

市で実施した職員による「窓口利用体験」はたいへん画期的な取り組みであると

考えます。これを活かして、2026（令和８）年度中で、できるだけ早期の導入を目

指して取り組んでください。 

 

② 横須賀市で実施している介護認定調査員による介護認定調査の際のタブレット

活用は、来年度から市でも導入予定と伺っていますので、認定調査、１次判定、認

定審査会での２次判定のスピードアップを実現してください。 

 

③ 横須賀市における生成系ＡＩを活用しての「市民と職員との相談内容（会話記

録）のデータ起こしをもとにした要約づくりと報告書づくり」は、要約と報告書

作成にかかる時間を大幅に短縮、職員の負担を軽減し、市民へのサービス向上を

図るというものです。市でも、生成系ＡＩを活用して昨年 10 月から「通知文書や

お知らせ文書のたたき台作成、各種施策におけるアイデア出し」について、試行

運用を開始しました。前向きな導入を進めていただきたいと思いますが、これに

よって、職員が本来身につけるべきスキルアップが損なわれることのないように

する配慮が必要です。 

 

④ 引き続き、「ＧovＴech 東京」との必要な連携を進めてください。 

 

⑤ 西尾市での「LINE を活用した行政サービスのデジタル化」の教訓を活かして、

「多様で粘り強い取り組みで LINE 登録者を大幅に増やす取り組み」、「LINE を入

口として様々なデジタルサービスにつなげる工夫」は重要です。LINE に限らず、

様々なＳＮＳを利用したオンライン手続きの充実を図り、住民サービスの向上に

つなげるために、市でもぜひ活用してください。 



総務常任委員会 所管事務調査（勉強会） 資料

企画政策部 情報政策課

令和6(2024)年1月12日
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資料要求
① 現在、ＤＸで取り組んでいる事業の概要がわかるもの（予算額もわかれば）

取組み 概要 予算額

ペーパーレス化
(ペーパーレス化支援業
務委託)

紙の管理・保管にかかる設備が庁舎内の多くの空間を
占めていることから、庁舎全体の文書量を削減し、そ
れを継続することができる組織体質を目指す。
また、令和12年に完成を予定している庁舎の建替えや
今後行政サービス及び市役所業務のＤＸを見据えた
ペーパーレスな働き方の実現に向けたルールづくりを
行う。

R5契約額:23,100,000円

業務の見える化
(BPR支援業務委託)

業務・業務課題の見える化によって、業務の改善を行
うことで、業務の作業時間の削減を図っていく。
削減に向けては、「職員でなくてもできる業務の作業
時間の割合」を減らし、「職員でなければできない業
務（企画立案等）」に注力し、業務の質を高める職場
環境の実現を目指す。

R5契約額:4,730,000円

窓口ＢＰＲ デジタル庁の窓口BPR アドバイザーの支援を受けなが
ら、窓口利用体験を通じて、現状把握、分析、課題抽
出などを行い、利用者である市民の目線でより良い窓
口の実現を目指す。

0円

2



資料要求
① 現在、ＤＸで取り組んでいる事業の概要がわかるもの（予算額もわかれば）

取組み 概要 予算額

汎用電子申請サービス
導入

行政手続きだけでなく、申込予約や住民アンケート、
庁内の業務システム等、行政における様々な紙での業
務や手続きをオンライン化できるノーコード電子申請
システム「LoGoフォーム」（株式会社トラストバン
ク）の導入により市民サービスの向上及び業務の効率
化を図っている。

R5利用料等:1,649,965円

業務アプリ作成サービ
スの試行導入

複雑な専門的知識がなくても、直観的にパーツを組み
合わせることや、テンプレートの利用により簡単に、
自由度が高くアプリを作成できるクラウドサービス
「kintone」(サイボウズ株式会社)の試行導入を行うこ
とで、これまで複雑なExcelやマクロなど業務の属人化
を防ぐとともに簡易的なシステムの作成、蓄積した
データの利活用などの効果検証を行う。

0円
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資料要求
② ＤＸ推進計画のような方針・計画

（仮称）DX推進計画については、今年度中に策定予定としているため、現時点で
庁内で整理している内容を記載する。

➢ DX＝デジタルによる変革（行政改

革）であり、これまで進めてきたデ

ジタル技術による市民サービスの向

上や業務改革をさらに進めるための

ものであることを確認

1 行革とDXの関係について

行革
「X」

「DX」
＝デジタル
による変革
(行政改革)

4



資料要求
② ＤＸ推進計画のような方針・計画

くらしのＤＸ

（市民の利便性向上）

•マイナンバーカードの積極的活用

•マイナンバーカードの交付・更新対応

•申請等オンライン手続きの推進

•行政手続きに伴うキャッシュレス決済等

のオンライン化推進

•地域社会や地域経済へのデジタル化

•デジタルを活用した多摩市の魅力発信

•デジタル化による脱炭素の取組み

•ＧＩＧＡスクール構想の推進

•行政関係機関のデジタル化サポート 等

行政事務のＤＸ

（デジタル業務改革）

•行政基幹系システムの標準化・共通化

•行政システムの標準化・共通化

•会議のデジタル化・オンライン化

•テレワークの推進

•高度判断業務へのＡＩ活用

•窓口改革

•バックヤード業務改革

•新庁舎に向けたデジタル活用 等

ひとにやさしいデジタル化

（誰一人取り残さないデジタル化）

•デジタルデバイド対策

•災害を想定したデジタル化への環境整備

•オンライン化のための通信環境整備 等

➢ 赤字の項目は特に重要度・優先度の高いとして、速やかな対応が必要な事項であることを確認

➢ デジタル技術の進歩は早いことから、各項目は短期間に見直しと更新を繰り返す「アジャイル方式」に

よる計画策定・進捗管理を行うことを確認

2 DX推進の考え方

5



資料要求
② ＤＸ推進計画のような方針・計画

⚫ 2025年問題が目前に迫る中、少子化にも歯止めがかからず、人口減少が進んでいく

⚫歳入増は見込めないが、高齢化の進行に伴う医療、介護のほか、障害福祉サービス

費の増加、少子化対策の強化など社会保障関係経費の増加とともに、地球温暖化対

策、災害対策など課題は多岐にわたる

⚫サービスの質の維持・向上が求められる一方で職員数は減少し、技術・ノウハウの

継承も課題

⚫令和8年度以降、多摩第三小学校、給食センター、本庁舎の建替えのほか、大型公

共施設の更新・改修も控えている

➢ 上記背景・課題を踏まえ、まずは「行政内部の改革の徹底、新たな財源の確保、

公共施設の更新・改修スケジュールの平準化等に取り組むこととして、次期行革

計画・(仮称)DX推進計画を各種計画等と連動させながら策定する」ことを確認

3 DX推進の背景・課題
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資料要求
② ＤＸ推進計画のような方針・計画

第六次総合計画基本構想
（期間：令和5年度から10年間）

基本計画
（期間：令和5年度から10年間）

※令和8年度から改定し、令和10年度からは後期基本計画とする予定

次期行革計画＝総合計画を下支え
（期間：令和6年度～9年度の4年間）

・次期行革計画と(仮称)DX推進計画を一体的に策定
・(仮称)DX推進計画に該当する取組（Ⓑ部分）が、
判別できるように章立てや構成等を工夫する

デジタルによる改革
Ⓑ=(仮称)DX推進計画

デジタル以外の改革
Ⓐ

Ⓐ＋Ⓑ = 次期行革計画

行財政運営の基本的な考え方

第6章 行財政運営の基本姿勢
・時代に即した行政サービスの最適化
・職員の人財育成と柔軟な組織運営
・公共施設等のマネジメント ほか

4 六次総、次期行革計画、(仮称)DX推進計画の関係性
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資料要求
② ＤＸ推進計画のような方針・計画

きめ細やかで
強靭な本質的業務

DXを継続する組織体質

行かない市役所

書かない・待たない・回らな
い窓口の実現

標準化・共通化・統合化

モバイルデバイスの活用

行政手続100%オンライン化

自動化、データ連携、データ
活用

本庁まで行かなくていい窓口の
仕組み

DX人財育成

推進部門による所管課伴走支援

学び続ける組織文化

ミッション ビジョン 取組内容（案） 具体的事例（案）

『書かない窓口』の実現

基幹系システムの標準化

福祉訪問業務、現場業務DX

手続きDB 100%オンライン化

RPA、AIOCR、生成AI、BI

遠隔窓口システムの導入

DX人財育成

DX課題解決プロジェクト

オンライン学習プラット
フォーム

次期行革計画で
目指すこと

(１)安定的かつ持続可能な質
の高い行財政運営を維持す
る

(２)経費削減のみにとらわれ
ず、業務負担の軽減と業務の
質を向上させる

(３)新たな行政サービスのあ
り方や職員の働き方を示し、
本市が有する経営資源を最
大限活用するための経営改
革を推し進める

5 (仮称)DX推進計画の全体構成(イメージ)
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